
第一六六回 

衆第二三号 

   歳入庁設置法案 

目次 

 第一章 総則（第一条） 

 第二章 歳入庁の設置並びに任務及び所掌事務等 

  第一節 歳入庁の設置（第二条） 

  第二節 歳入庁の任務及び所掌事務等（第三条－第七条） 

 第三章 審議会等（第八条） 

 第四章 特別の機関（第九条） 

 第五章 地方支分部局（第十条・第十一条） 

 第六章 歳入庁監察官（第十二条・第十三条） 

 第七章 罰則（第十四条） 

 附則 

   第一章 総則 

 （目的） 

第一条 この法律は、国の歳入に係る業務及び年金の支給に係る業務等の適正かつ効率的

な運営を確保することにより、これらの業務に対する国民の信頼を確保するため、歳入

庁の設置並びに任務及びこれを達成するため必要となる明確な範囲の所掌事務を定める

とともに、その所掌する行政事務を公正かつ能率的に遂行するため必要な組織に関する

事項を定めることを目的とする。 

   第二章 歳入庁の設置並びに任務及び所掌事務等 

    第一節 歳入庁の設置 

 （設置） 

第二条 内閣府設置法（平成十一年法律第八十九号）第四十九条第三項の規定に基づいて、

内閣府の外局として、歳入庁を設置する。 

２ 歳入庁の長は、歳入庁長官とする。 

    第二節 歳入庁の任務及び所掌事務等 

 （任務） 

第三条 歳入庁は、内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現を図ること、酒類業の健

全な発達を図ること、税理士業務の適正な運営の確保を図ること、労働保険事業のうち

労働保険料及び労働者災害保険の特別保険料並びにこれらに係る徴収金の徴収に関する

部分を適正かつ効率的に運営すること、全国健康保険協会が管掌する健康保険の事業に

関する業務のうち被保険者の資格の取得及び喪失の確認等に関する部分を適正かつ効率

的に運営すること、政府が管掌する船員保険事業、厚生年金保険事業及び国民年金事業

を適正かつ効率的に運営すること並びに児童手当事業のうち拠出金の徴収に関する部分



を適正かつ効率的に運営することを任務とする。 

 （所掌事務） 

第四条 歳入庁は、公的年金制度が一元化されるまでの間、前条の任務を達成するため、

次に掲げる事務をつかさどる。 

 一 内国税の賦課及び徴収に関すること。 

 二 税理士制度の運営に関すること。 

 三 酒税の保全並びに酒類業の発達、改善及び調整に関すること（酒税の保全に関する

制度の企画及び立案を除く。）。 

 四 醸造技術の研究及び開発並びに酒類の品質及び安全性の確保に関すること。 

 五 法令の定めるところに従い、第十三条第一項各号に掲げる犯罪に関する捜査を行い、

必要な措置を採ること。 

 六 印紙の形式に関する企画及び立案に関すること並びにその模造の取締りを行うこと。 

 七 酒類に係る資源の有効な利用の確保に関すること。 

 八 労働保険料及び労働者災害補償保険の特別保険料並びにこれらに係る徴収金の徴収

に関すること。 

 九 児童手当法（昭和四十六年法律第七十三号）の規定による拠出金の徴収に関するこ

と。 

 十 全国健康保険協会が管掌する健康保険の事業に関する業務のうち、被保険者の資格

の取得及び喪失の確認、標準報酬月額及び標準賞与額の決定並びに保険料の徴収（任

意継続被保険者に係るものを除く。）並びにこれらに付帯する業務に関すること。 

 十一 政府が管掌する船員保険事業の実施に関すること。 

 十二 政府が管掌する厚生年金保険事業の実施に関すること。 

 十三 政府が管掌する国民年金事業の実施に関すること。 

 十四 社会保険労務士に関すること（社会保険労務士法（昭和四十三年法律第八十九

号）別表第二第二号１に規定する社会保険諸法令に関する業務に係るものに限る。）。 

 十五 所掌事務に係る国際協力に関すること。 

 十六 政令で定める文教研修施設において所掌事務に関する研修を行うこと。 

 十七 前各号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき歳入庁

に属させられた事務 

 （業務の委託等） 

第五条 歳入庁長官は、前条に規定する事務に係る業務のうち政府が管掌する厚生年金保

険事業及び国民年金事業に係る保険料の収納、年金の支給及び相談並びにこれらに付随

する業務その他国民の利便性の向上を図りつつ業務の効率化を進める観点から民間に委

託することが適当な業務として附則第二条第一項に規定する基本計画で定める業務の全

部又は一部を委託することができる。 

２ 前項の規定により委託を受けた者（その者が法人である場合にあっては、その役員）



若しくはその職員その他の当該委託を受けた業務に従事する者（次項において「受託者

等」という。）又はこれらの者であった者は、当該業務に関して知り得た秘密を漏らし

てはならない。 

３ 受託者等は、刑法（明治四十年法律第四十五号）その他の罰則の適用については、法

令により公務に従事する職員とみなす。 

 （国会に対する報告） 

第六条 歳入庁長官は、毎年、内閣総理大臣を経由して国会に対し所掌事務の処理状況を

報告するとともに、その概要を公表しなければならない。 

 （各議院の委員会等への歳入庁長官の出頭等） 

第七条 各議院の委員会又は参議院の調査会が歳入庁の業務に関する細目的又は技術的事

項について審査又は調査を行うため出頭又は出席を求めたときは、歳入庁長官は、これ

に応じなければならない。 

   第三章 審議会等 

 （歳入審議会） 

第八条 歳入庁に、歳入審議会を置く。 

２ 歳入審議会は、国税通則法（昭和三十七年法律第六十六号）、税理士法（昭和二十六

年法律第二百三十七号）、酒税の保全及び酒類業組合等に関する法律（昭和二十八年法

律第七号）その他の法律の規定によりその権限に属させられた事項を処理する。 

３ 歳入審議会の委員その他の職員で政令で定めるものは、内閣総理大臣が任命する。 

４ 前二項に定めるもののほか、歳入審議会の組織、所掌事務及び委員その他の職員その

他歳入審議会に関し必要な事項については、政令で定める。 

   第四章 特別の機関 

 （歳入不服審判所） 

第九条 歳入庁に、歳入庁の権限に属する事項に関する処分についての不服申立てに関す

る事項（別に法律で定めるものに限る。）を処理させるため、歳入不服審判所を置く。 

２ 前項に定めるもののほか、歳入不服審判所については、別に法律で定める。 

   第五章 地方支分部局 

 （歳入局） 

第十条 歳入庁に、地方支分部局として、歳入局を置く。 

２ 歳入局は、歳入庁の所掌事務のうち、第四条第一号、第二号、第三号（酒類業の発達、

改善及び調整に関する制度の企画及び立案を除く。）、第四号、第六号（印紙の形式に

関する企画及び立案に関することを除く。）及び第七号から第十七号までに掲げる事務

を分掌する。 

３ 歳入局の名称、位置及び管轄区域は、政令で定める。 

４ 歳入局に、政令で定める数の範囲内において、内閣府令で定めるところにより、部を

置くことができる。 



５ 前項に定めるもののほか、歳入局の内部組織は、内閣府令で定める。 

 （歳入署） 

第十一条 歳入局の所掌事務の一部を分掌させるため、所要の地に、歳入署を置く。 

２ 歳入署の名称、位置、管轄区域、所掌事務及び内部組織は、内閣府令で定める。 

３ 内閣総理大臣は、歳入署の所掌事務の一部を分掌させるため、所要の地に、歳入署の

支署を置くことができる。 

４ 歳入署の支署の名称、位置、管轄区域、所掌事務及び内部組織は、内閣府令で定める。 

   第六章 歳入庁監察官 

 （歳入庁監察官） 

第十二条 歳入庁の所属職員（歳入庁及び歳入局の審議会等及び施設等機関の職員を除く。

以下この章において同じ。）についてその職務上必要な監察及び第四条第五号に掲げる

事務を行わせるため、歳入庁に歳入庁監察官二百人以内を置く。 

２ 歳入庁監察官は、歳入庁の職員のうちから、歳入庁長官が命ずる。 

３ 歳入庁監察官は、第一項の規定による職務以外の職務を行ってはならない。 

 （歳入庁監察官の行う捜査） 

第十三条 歳入庁監察官は、次に掲げる犯罪があると思料するときは、犯人及び証拠を捜

査するものとする。 

 一 歳入庁の所属職員がしたその職務に関する犯罪 

 二 歳入庁の所属職員がその職務を行う際にした犯罪 

 三 前二号に掲げる犯罪の共犯 

 四 歳入庁の所属職員に対する刑法第百九十八条の犯罪 

２ 前項の捜査については、刑事訴訟法（昭和二十三年法律第百三十一号）の規定を適用

する。ただし、逮捕、差押え、捜索、検証及び検視並びに同法第二百二十四条第一項及

び第二百二十五条第二項の規定による請求は、することができない。 

３ 前項ただし書の規定は、刑事訴訟法第二百十三条の規定の適用を妨げるものではない。 

４ 第二項の場合において、刑事訴訟法第百九十三条、第百九十四条、第百九十六条、第

百九十八条第一項、第二百二十一条、第二百二十二条第一項（第二百二十一条に関する

部分に限る。）、第二百二十三条第一項、第二百二十七条第一項、第二百六十八条第二

項、第四百三十条第二項（領置に関する部分に限る。）及び第四百三十五条第七号中

「司法警察職員」とあり、並びに同法第二十条第六号、第二十九条第二項、第二百四十

一条及び第二百四十六条中「司法警察員」とあるのは、それぞれ「歳入庁監察官」と読

み替えるものとする。 

５ 検察官、都道府県公安委員会及び司法警察職員と歳入庁監察官とは、第一項各号に掲

げる犯罪の捜査に関し、互いに協力しなければならない。 

６ 第一項から第四項までの規定は、第一項各号に掲げる犯罪を積極的に捜査すべき司法

警察職員の責務を軽減するものではない。 



７ 歳入庁監察官は、その職務を行うに当たっては、身分を証明する証票を携帯し、関係

人の請求があるときは、これを示さなければならない。 

   第七章 罰則 

第十四条 第五条第二項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以下の懲役又は百万

円以下の罰金に処する。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十二年四月一日までの間において政令で定める日から施行す

る。ただし、次条並びに附則第四条、第五条第一項、第八条及び第十三条の規定は、公

布の日から施行する。 

 （基本計画） 

第二条 政府は、国税庁長官、厚生労働大臣及び社会保険庁長官から歳入庁長官への業務

の円滑な引継ぎを確保し、国の歳入に係る業務及び年金の支給に係る業務等の適正かつ

効率的な運営を図るため、歳入庁の当面の業務運営に関する基本計画（以下「基本計

画」という。）を定めるものとする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 一 国税庁長官、厚生労働大臣及び社会保険庁長官から歳入庁長官へ引き継がれる業務

に係る事務であって重複するものの調整並びに歳入庁の事務の合理化を促進するため

の措置についての基本的な事項 

 二 第五条第一項の規定により基本計画で定めることとされた民間に委託することが適

当な業務、委託先の選定に係る基準その他の業務の委託の推進についての基本的な事

項 

 三 歳入庁の設置に際し、国税庁、厚生労働省及び社会保険庁から歳入庁へ異動する職

員の数、異動する職員の選定の基準その他の歳入庁への職員の異動についての基本的

な事項 

３ 政府は、第一項の規定により基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、国の歳

入に係る業務若しくは年金の支給に係る業務等又は経営管理に関し優れた識見を有する

者の意見を聴くものとする。 

４ 政府は、前項の規定による意見の聴取に当たっては、広く国民の意見が基本計画に反

映されることとなるよう配慮するものとする。 

５ 政府は、第一項の規定により基本計画を定めたときは、遅滞なく、基本計画を国会に

報告するとともに、公表しなければならない。 

 （職員の異動等） 

第三条 この法律の施行の際現に従前の国税庁又は社会保険庁の職員である者は、歳入庁

の官職に任命する旨の辞令を発せられた場合に限り、歳入庁の職員となるものとする。 

第四条 国税庁及び社会保険庁の廃止に伴い国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十



号）第七十八条第四号の規定により国税庁又は社会保険庁の職員を降任し、又は免職す

る処分は、勤務成績、勤務年数その他の事実に基づき、公正に行われるものとする。 

 （年金個人情報等の適切な管理） 

第五条 国税庁長官、厚生労働大臣及び社会保険庁長官は、国税庁長官、厚生労働大臣及

び社会保険庁長官から歳入庁長官への業務の引継ぎに際して保険料の納付に係る情報等

の厚生年金保険法（昭和二十九年法律第百十五号）第二十八条に規定する原簿又は国民

年金法（昭和三十四年法律第百四十一号）第十四条に規定する国民年金原簿に記録する

個人情報その他政府が管掌する厚生年金保険事業又は国民年金事業の運営に当たって取

得する個人情報（以下「年金個人情報」という。）その他の国税庁、厚生労働省又は社

会保険庁が保有する個人情報が滅失し、又はき損することを防止するため、年金個人情

報その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 前項の規定は、歳入庁長官について準用する。この場合において、同項中「国税庁、

厚生労働省又は社会保険庁が保有する」とあるのは、「歳入庁が保有する」と読み替え

るものとする。 

 （経過措置） 

第六条 歳入庁は、第三条に規定する任務のほか、当分の間、特定障害者に対する特別障

害給付金の支給に関する法律（平成十六年法律第百六十六号）に基づく事業を適正に運

営することを任務とする。この場合において、第四条中「前条」とあるのは「前条及び

附則第六条」と、「掲げる事務」とあるのは「掲げる事務及び特定障害者に対する特別

障害給付金の支給に関する法律に基づく事業の実施に関する事務」とする。 

第七条 当分の間、第四条第一号中「内国税」とあるのは「内国税及び地方税法附則第九

条の四から第九条の十六までに規定する地方消費税の譲渡割」と、「徴収」とあるのは

「徴収並びに同法附則第五条の四第十二項の規定による通知」と読み替えるものとする。 

第八条 前二条に定めるもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、別に法律

で定める。 

 （国家行政組織法の一部改正） 

第九条 国家行政組織法（昭和二十三年法律第百二十号）の一部を次のように改正する。 

  別表第一財務省の項中「国税庁」を削り、同表厚生労働省の項中「社会保険庁」を削

る。 

  別表第二中「国税庁」及び「社会保険庁」を削る。 

 （内閣府設置法の一部改正） 

第十条 内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

  第三条第二項中「機能の確保」の下に「、国の歳入に係る業務及び年金の支給に係る

業務等の適正かつ効率的な運営の確保」を加える。 

  第四条第三項第六十号の次に次の一号を加える。 

  六十の二 歳入庁設置法（平成十九年法律第▼▼▼号）第四条に規定する事務 



  第六十四条の表に次のように加える。 

歳入庁 歳入庁設置法 

 （財務省設置法の一部改正） 

第十一条 財務省設置法（平成十一年法律第九十五号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「 第四章 国税庁  

  第一節 設置並びに任務及び所掌事務  

   第一款 設置（第十八条）  

   第二款 任務及び所掌事務（第十九条・第二十条）  

  第二節 審議会等（第二十一条）  

  第三節 特別の機関（第二十二条）  

  第四節 地方支分部局（第二十三条・第二十四条）  

 第五章 雑則（第二十五条－第二十七条） 」

 を削る。 

  第四条第十七号を次のように改める。 

  十七 削除 

  第四条第十八号及び第十九号中「こと」の下に「（歳入庁の所掌に属するものを除

く。）」を加え、同条第二十号から第二十二号までを次のように改める。 

  二十から二十二まで 削除 

  第四章及び第五章を削る。 

  附則第二項を削る。 

  附則第三項中「、「税関長」、「国税局」又は「国税局長」」を「又は「税関長」」

に、「、沖縄地区税関長、沖縄国税事務所又は沖縄国税事務所長」を「又は沖縄地区税

関長」に改め、同項を附則第二項とし、附則第四項を附則第三項とし、附則第五項を附

則第四項とする。 

 （厚生労働省設置法の一部改正） 

第十二条 厚生労働省設置法（平成十一年法律第九十七号）の一部を次のように改正する。 

  目次中 

「 第四章 外局  

  第一節 設置（第二十五条）  

  第二節 社会保険庁  

   第一款 任務及び所掌事務（第二十六条－第二十八条）  

   第二款 地方支分部局（第二十九条・第三十条）  

  第三節 中央労働委員会（第三十一条） 」 

 を「第四章 中央労働委員会（第二十五条）」に改める。 

  第四条第一項第四十七号、第六十一号、第七十四号、第八十七号、第九十四号、第九

十五号、第九十八号、第九十九号及び第百二号中「こと」の下に「（歳入庁の所掌に属

するものを除く。）」を加える。 

  第六条第二項中「社会保険審査会」を削る。 



  第十五条を次のように改める。 

 第十五条 削除 

  第十八条第一項中「（第二十八条に定める事務に係る部分を除く。）」を削る。 

  第四章の章名を次のように改める。 

    第四章 中央労働委員会 

  第四章第一節の節名を削る。 

  第二十五条を次のように改める。 

 第二十五条 国家行政組織法第三条第二項の規定に基づいて厚生労働省に置かれる外局

は、中央労働委員会とする。 

 ２ 中央労働委員会については、労働組合法、労働関係調整法（昭和二十一年法律第二

十五号）及び特定独立行政法人等の労働関係に関する法律（昭和二十三年法律第二百

五十七号）並びにこれらに基づく命令の定めるところによる。 

  第四章第二節及び第三節を削る。 

  附則第三項及び第四項を削る。 

 （関係法律の整理） 

第十三条 附則第九条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に伴う関係法律

の整理については、別に法律で定める。 



     理 由 

 国の歳入に係る業務及び年金の支給に係る業務等の適正かつ効率的な運営を確保するこ

とにより、これらの業務に対する国民の信頼を確保するため、内閣府の外局として歳入庁

を新たに設置することとし、その任務及び所掌事務並びに組織に関する事項を定める必要

がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


